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～リモートワーク体制作り、進んでいますか？（電子印鑑について）～ 

2022 年６月以降、上海市では大規模な都市ロックダウンは現在発生していないものの、陽性者や濃厚

接触者などの発生に伴うリスクエリア区画の封鎖管理実施は今なお頻繁に続いています。多くの企業が

通常業務を再開していますが、いつどのタイミングでビルやアパートが封鎖され、リモートワークを余

儀なくされるか分かりません。そんな中、あらかじめ準備をしておきたいのが電子印鑑（現地法人会社印

の電子版）です。今回は封鎖管理の下、社印が必要になった状況でも困らないための電子印鑑についてご

紹介します。 

 

１.電子印鑑の有効性について 

 「上海市電子印章管理暫行弁法」によりますと、電子印鑑は会社の営業許可証や印鑑の実物画像と紐付

けされており、各種類の電子文書の完全性、真実性を実現するために図形化した電子署名データであり、

電子署名や手書きの署名、捺印と同等の効力を持つとされています。活用範囲も実際の社印に準ずると

されており、電子版の公文書、証明書、協議書等の捺印に使用できます（所定のミニプログラムまたはア

プリケーションでのみ使用可能）。 

 

２.電子印鑑の取得手順 

WeChat（微信）またはアリペイ（支付宝）の電子営業許可証ミニプログラム（電子営業執照小程序）ま

たはアプリケーションから電子印鑑の取得を申請しますが、事前に電子版営業許可証を取得しておく必

要があります（法定代表者が外国籍者の場合、別途市場監督管理局での登記申請が必要です）。電子版営

業許可証を取得できれば、当該ミニプログラム下の「その他応用機能（其它応用）」にて「電子印鑑-印鑑

受け取り（領取印章）」を選択、検証が完了すると電子印鑑をダウンロードできます。電子版営業許可証

はすべて中国語での操作となり、会社情報の入力などの作業も必要となるため、会社の管理部の方に操

作をお願いされることをお勧めします。 

 

３.電子印鑑の安全性 

 電子印鑑は上記ミニプログラムまたはアプリケーションを通じて使用できますが、誰でも自由に使用

できるわけではなく、法定代表者から権限を授与された方に限られます。使用者を限定することで、社内

での電子印鑑の乱用防止について一定の効果は期待できますが、他方で、会社内外で印影を偽造される

等のリスクは存在しますので、普段は手書きの署名、実物「会社印」の捺印を行い、ロックダウン時等緊

急性を有する状況においてのみ、電子印鑑を使用するなど、状況に応じた使い分けを行うことが必要と
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考えられます。 

参考 URL： 

https://dzyz.sh.gov.cn/login?code=105 

http://m.sh.bendibao.com/mip/247504.html 

 

 

【新政策動向】 

◼ 水際対策を緩和 香港 

香港政府は、９月 26日から入境者に対するホテルでの隔離措置を廃止すると発表した。検疫体制

を「隔離３日間＋健康観察４日間」から「隔離０日間＋健康観察３日間」に変更された。入境の際

は、到着後に空港で PCR検査を受けた後、結果を待たずに自宅またはホテルに移動し、その際の交

通手段も自由となる。到着日から３日間アプリの表示は「黄色表示」で、外出はできるがレストラ

ンやバーなど一部の場所には入れず、４日目に前日の PCR 検査の結果が出て、陰性であれば「青色

表示」となる。 

◼ 石油製品価格を据え置き、年内初 

10月 10日、中国国家発展改革委員会は、国内の石油製品価格を据え置くと発表した。据え置きは

今年に入って初めて。 発改委は国際的な原油価格の変動を反映させる形で 10 営業日ごとに石油

製品価格を見直している。 

◼ 中国政府が７～９月期 GDP 発表を延期 

中国政府は 10 月 18 日に発表を予定していた７月～９月までの GDP に加え他の経済指標の発表に

ついて延期することを発表した。GDPの発表を延期するのは極めて異例のことで延期の理由は明ら

かにしていない。ゼロコロナ政策などの影響もあり中国経済は低迷が続き、今月 14日に予定され

ていた貿易統計についてもまだ発表されていない。 

 

【経済・産業】 

◼ 越境取引の決済の約半分が人民元建てに 

10月９日、中国人民銀行が発表したデータによると、中国の金融機関、企業、個人による越境取

引のうち、人民元建て決済が半分近くに上っている。主要オフショア人民元市場の預金額は１兆

5,000億元（約 30兆円）に迫り、人民元建ての金融商品が日増しに増えている。人民元相場の柔

軟性が高まり、双方向の変動が常態になるにつれ、越境貿易・投資で人民元を使用して通貨ミス

マッチのリスクを減らしたいとするマーケットエンティティの内生的ニーズも拡大し続けてい

る。今年１月～８月には、中国の銀行が顧客に代わって行った人民元建て越境決済額は前年同期

比 15.2％増の 27兆８千億元に上り、同期の自国通貨・外国通貨の越境決済総額に占める割合が

49.4％とさらに上昇した。 
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◼ 共産党員の汚職 この 10年間で 464万人余摘発 

10月 17日、央規律検査委員会は記者会見で、この 10年間で 464万人余りを汚職などで摘発した

と明らかにした。会見では「規律を厳しくただすことを堅持して、反腐敗闘争の持久戦に断固と

して打ち勝つ」と述べ、引き続き、党や政府の幹部らの汚職を徹底して取り締まる考えを示しま

した。 

◼ 国際線は回復傾向 中国の航空会社 

10月 18日、中国東方航空、中国南方航空など多数の航空会社が、冬・春期の国際線計画を発表

し、新規路線の開設や路線再開をすることがわかった。また、航空会社が先に発表した９月の運

航データによると、中国国内線は減少しているものの、国際線は大幅に増加している。中国東方

航空は、雲南省昆明―タイ・バンコク間、浙江省杭州―東京・成田間を含む国際線を 10月末に

週１便再開する計画を発表した。冬・春期ダイヤは、国際線を週 42路線、108便に増やす予定

で、現在、同社が運航できる国際線は週 25路線、54便で、国際線事業の再開に伴い、国際線の

路線と便数ともに倍増することとなった。 

 

【日系・外資企業動向】 

◼ グーグル、中国での翻訳サービスを終了 

10月 10日、グーグルは中国本土での翻訳サービスを終了した。終了の理由については「中国で

の利用者が少ないため」と説明している。グーグルは 2010年に中国本土での検索サービスから

撤退したが、翻訳サービスは中国本土で継続していた数少ない事業の一つだった。 

◼ 旭化成、江蘇常熟工場で樹脂コンパウンド増産 

10月 11日、旭化成は、江蘇省常熟市にある樹脂コンパウンド製造工場の生産能力を増強すると

発表した。設備を増設し生産能力を高める。中国では今後も電気自動車（EV）や第５世代（５

G）移動通信システム向け機能材料の市場拡大が見込まれることから、生産体制を強化する。中

国法人の全額出資子会社、旭化成塑料（常熟）が運営するコンパウンド工場の生産能力と倉庫保

管能力を増強する。樹脂コンパウンドはガラス繊維や難燃剤などの添加剤を混ぜ、機能性を付与

した合成樹脂。年産能力は現在の２万 8,000トンから 2023年 10月に３万 6,000トンに引き上げ

る予定。生産増強に伴い、売上高は 1.2～1.5倍になると見込む。 

◼ ニッパツ、HDD向け製品の生産能力増強 

ばね大手のニッパツは、データセンターのハードディスクドライブ（HDD）に搭載するサスペン

ションについて、中国での生産能力を増強する。広東省東莞工場の生産能力増強に追加で６億円

を投じる。ニッパツは HDD 用サスペンションを含む精密部品事業に関して、2022年度に 212億円

の設備投資を行う計画。もとより、このうちの一定額を HDD用サスペンション事業に振り向ける

予定だったが、同製品の需要拡大を受け、追加で６億円を投じることを決めた。追加投資によっ

て新たに設ける生産設備は 2023年４月から稼働する予定。 
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【人民元情報】 

人民元市場レート（2022年 10月 21日時点） 

外貨名 100日本円 

中間値 4.8174人民元 

 

【中国ビジネスワンポイントアドバイス】 

管理職から一般労働職への職位の変更は、侮辱的な異動と言えるのか？ 

１．管理職から一般労働職への職位の変更はトラブルになることが多い 

中国では、職位（業務内容や責任を含む言葉です。中国語では「崗位」）の変更（「調整」とも言います）

には原則として対象従業員の同意が必要であると言われています。そのため、管理職から一般労働者へ

の異動については、「私は同意しない」と言って拒否することが多いのです。 

もっとも、意欲や能力に欠けている者をいつまでも管理職に置いておく事もできないため、中国労働法

も原則を修正し、一定の場合は同意の無い職位の変更を認めています。 

本件では、会社の職位変更が有効と認められた事例をご紹介致します。 

２．裁判例 

（１）事例 

・Aは 2011年３月 14 日に B社（珠海市）に入社し、B社は 2015年 12月 1日に Aをリザーバー製造部門

のチームリーダーに任命しました。 

・2016年２月 20日、B社と Aは、契約期間を 2016年３月 14日から 2021年 3月 13日、職位を管理職と

する内容の雇用契約を締結しました。 

・2019 年 12 月、B 社は A の職位を調整し、A を管理職から一般労働職に調整し、職位調整後の給与は同

額としました。 

・2020年１月、Aは、B社が本人の同意なく一般労働職に職位を調整したため、退職し経済補償金の支払

いを求めました。  

 

（２）一審・二審・再審判決 

一審・二審・再審は、B社が Aの職位を調整した行為は、雇用自主権の合法的な行使であると判断し

ました。以下、内容を要約します。 

「広東省高級人民法院と広東省労働人事紛争仲裁委員会が労働人事紛争案件を審理する際のいくつかの

問題に関するシンポジウムの議事録」第 22 条は、「使用者が労働者の職位を調整すると同時に以下の状

況に該当する場合、使用者は合法的に雇用自治権を行使したとみなされる」と規定している。具体的には

「 ①労働者の職位調整が使用者の生産・運営に必要である、②職位調整後の労働者の給与水準が基本的

に元の位置と同等である、③侮辱的・懲罰的でない、④その他法令に反する事情がない場合、雇用契約を

解除し経済補償を使用者に要求してはならない」と定めている。 

この事例では、A は、職位調整後の労働者の給与水準が基本的に元の地位と同等であることを確認し

（上記②）、B社は、Aの職位調整は会社の組織構造の再編によるものであると主張し、Aはこれに反論し
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なかった（上記①）。さらに、B 社による A の職位調整が A の人間的尊厳を侮辱したことを示す証拠はな

く、第一審は Aの主張を認めないこととした（上記③）。 

したがって、B社が Aの職位を調整した行為は、合法的な雇用自主権の行使であり、B社が Aの勤務位

置を調整したことが法律に違反するという Aの主張は法的根拠がなく支持しない。 

３．実務上の留意点 

この事例は広東省のものですが、このような①経営上の必要性がある②賃金を維持している③侮辱的

懲罰的な異動ではないという職位調整の有効要件は概ね中国の主要都市の裁判所で適用されております。

会社から「問題のある管理職の賃金を大幅に下げたい」「仕事から徹底的に外したい」というご要望を受

けることはあるのですが、実際は賃金を維持しても管理職から一般労働職に変更するだけでも退職する

ことが多く、まずは話し合ってその上で折り合えないのであれば、管理職から一般労働職に異動（降格）

させることをお勧めしています。 

 

案号：（2021）粤民申 2633号 

 

ビジネス相談 

香川県上海ビジネスサポーターでは、会計・税務、人事労務、経営、法律などのご相談に無料でお答え

しています。お困りの際は、香川県上海ビジネスサポーターまでお気軽にご相談ください。 

 

【相談事例のご紹介】 

➢ 質問 

【赴任者の居留許可取得前の給与負担に関するご相談】 

赴任者の隔離明けに工作許可証及び居留許可証の手続きを進めておりますが、居留許可取得前の

給与は中国側で負担する企業が多いのでしょうか。 

 

 

➢ 回答 

居留許可取得前の給与は日本側で負担することとなっていますが、他社でも既に中国に赴任して

いるという認識で、中国側で負担するケースが多いようです。但し、居留許可取得前に給与の支払い

及び個人所得税の申告をしますと企業及び個人にも罰金が発生し、懲罰の記録も残ります。居留許可

取得前に人民元が不足するようであれば仮払い対応等を行い、居留許可取得後に未払給与を上乗せ

して支払うケースが多いです。金額が大きい場合は、２～３か月かけて分割して支払うケースもござ

います。 

赴任者には事前に給与の支払いが遅れる旨の説明を行い、了承を得た方がトラブル回避できるか

と存じます。 
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香川県上海ビジネスサポーターの利用できるサポート内容ご案内 

 

＜現地視察の支援＞ 

① 現地視察に対する企画提案・アポイント手配 ②現地視察に対するアテンド・通訳  

＜ビジネス展開の支援＞ 

③県内企業及びその現地法人等からの依頼によるビジネス相談 ④マッチング候補企業情報の提供

等（基礎調査） ⑤中国企業とのビジネスマッチング・商談機会の創出 ⑥他県共同中国セミナー開催   

⑦マッチング候補企業情報の提供等（商談に係るアポイント手配）（有料） ⑧マッチング候補企業情

報の提供等（商談に係るアテンド）（有料）  

＜対象外の業務＞ ビジネスを伴わない観光目的での視察、適法性が疑われるもの。公序良俗に反す

ると思われるような業務等。  

＜利用対象地域＞上海市、江蘇省、安徽省、浙江省  

＜利用申込資格＞ 香川県内に本社又は事業所を有する企業及び商工関係団体等 。香川県内に本社

又は事業所を有する企業で、中国に進出している現地法人、支店、駐在員事務所  

＜利用者が負担する費用＞ ①②③④⑤⑥のサービスは無料です（ただし、渡航費、宿泊費等は利用

者の負担）。 ⑦⑧のサービスは有料です。利用申込書提出後に利用者が負担する費用を事前にお支払

いいただきます。 

 

香川県上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、以下 URLからお申込みください！ 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/sangyo/kaigai/03.html 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県上海ビジネスサポーター  池田 博明     

〒200030 上海市徐匯区虹橋路 1号 港匯中心 1座 25楼 

（上海邁伊茲（マイツ）諮詢有限公司 浦西事務所内） 

 E-mail: kagawa@myts-cn.com 

上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、こちらを検索！！ 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県 上海ビジネスサポーター 検索 


